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帯
・一時生活支援　　

1

 5件 ・学習支援 ・学習支援
・家計改善支援　 2世帯 　集合型学習教室　44回 　集合型学習教室　43回
・学習支援
　集合型学習教室　44回

　対象者と相談を重ねつつ、ハローワークと連携した就労支援等を行うことにより、生活困窮世帯の自立に向けた支援を

成果
行うことができた。

　生活困窮者自立支援事業に従事する職員は、多様で複合的な課題を抱える生活困窮者への包括的な支援が適切に行える

よう十分な専門性を有することが重要であるため、職員の資質の向上が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 新規相談件数(件) 429 302 264 ― ―
指標
活動
指標

近隣市の任意事業の実施状況（令和6年度）
他市との 就労準備支援事業：安城市、知立市、高浜市、碧南市　　一時生活支援事業：安城市、知立市、碧南市
比較検証 家計改善支援事業：安城市、知立市、高浜市、碧南市　　学習・生活支援事業：安城市、知立市、高浜市、

碧南市

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 12,780 10,770 11,911 17,743 合計 11,910,99

Ｄ

8 円
報酬 7,145

　

,104 円

財
　
源

特

　

定財源 9,483 7,

　

893 8,758 13

Ｏ

,027 職員手当等 2

　

,678,484 円

　

報償費 365,799

∧

 円

一般財源 3,29

　

7 2,877 3,15

　

3 4,716 旅費 31

実

0,060 円
需用費

　

75,160 円

職員

　

人件費　② 27,10

施

5 21,484 18,

　

316 22,677 役

　

務費 47,046 円

∨

委託料 183,975 円

総事業費（①＋②） 39,885 32,254 30,227 40,420 扶助費 1,105,370 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 生活困窮者自立相談支援事業
費等負担金（国）

８年度以降の事業費見込 0 生活困窮者就労準備支援事業
費等補助金（国）
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∧
　
計
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∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安心

令

基本施策 地域福祉
施策

和

体系
施策の内容 生活困

６

窮者への支援

目
　
　
　

年

的

　経済的に困窮し、

度

最低限度の生活を維持

評

す

主
た
る
内
容

〇自立相

価

談支援：就労の支援や

）

その他必要な
ることが

刈

できなくなるおそれの

谷

ある人に支援   情報

市

の提供及び助言等を行

事

う。
を行うことで自立

務

の促進を図る。 〇住居

事

確保給付金：離職等に

業

より住居を失っ
  た

評

又は失うおそれのある

価

人に給付金を支給
  

シ

する。
〇就労準備支援

ー

：就労に必要な知識及

ト

び能力
  の向上に必

（

要な訓練を行う。
〇一

様

時生活支援：一定の住

式

居を持たない人に
  

１

支援を行う。
〇家計改

）

善支援：家計再建を支

会

援する。
〇学習・生活

計

支援：学習支援及び子

名

どもの将
  来の自立

担

に向けた包括的支援を

当

行う。

位
置
づ
け

関連計

部

画

根拠法令 生活困窮者

福

自立支援法

対象者 生活

祉

困窮者等 事業期間 平成

健

２７年度 ～

実施方法 ■

康

直営　■委託　□指定

部

管理　□補助・助成　

一

□その他

般会計
生活困窮者

Ｂ
　
事
　

自

業
　
実
　
績

４年度実績

立

５年度実績 ６年度実績

支

７年度計画

・自立相談

援

支援 ・自立相談支援 ・

事

自立相談支援 生活困窮

業

者からの相談に対し､

担

　新規相談件数　 4

当

29件 　新規相談件数

課

　 302件 　新規相

生

談件数　 264件 実

活

情や希望に合わせた助

福

言や
・住居確保給付金

祉

　33件 ・住居確保給

課

付金　11件 ・住居確

款

保給付金　 9件 支援

項

を行う。
　※新型コロ

目

ナウイルス感染 ・就労

担

準備支援　　 2人 ・

当

就労準備支援　　 1

係

人
　　症による要件拡

生

充 ・一時生活支援　　

活

 5件 ・一時生活支援

支

　　 6件
・就労準備

援

支援　　 0人 ・家計

係

改善支援　 2世帯 ・

3

家計改善支援　 1世



1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　生活困窮者

令

自立支援事業は、生活

和

保護に至る前の段階の

７

・法的業務
高い

自立支

年

援策の強化を図るため

度

生活困窮者に対して包

（

括的な
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要 支援を

和

行うものであり、生活

６

困窮者の自立と尊厳の

年

確保及
・市民生活上必

度

要である　など び生活

評

困窮者支援を通じた地

価

域づくりを目的とした

）

制度で
あるため、必要

刈

性の高い事業である。

谷

　生活困窮者自立支援

市

事業は、様々な関係機

事

関や特定非営
・コスト

務

の節減、費用対効果
高

事

い
利活動法人などの民

業

間団体などと緊密な連

評

携、協働のもと
効率性

価

・執行体制の効率性 で

シ

展開しており、適正に

ー

事業を実施するための

ト

執行体制を
・手段の最

（

適性　など 整えている

様

ため、効率性が高い。

式

　生活困窮者自立支援

２

事業のうち、自立相談

）

支援事業及び
・市が主

会

体となって実施する
高

計

い
住居確保給付金は法

名

定必須事業であり、ま

担

た、就労準備支
妥当性

当

　べき事業であるか 援

部

事業や家計改善支援事

福

業は国が一体的な実施

祉

を促進して
・総合計画

健

との整合性　など いる

康

ことから、市が主体と

部

なって実施することは

一

妥当性が
高い。
　就労

般

、家計改善、学習支援

会

を通じた包括的な支援

計

により

施策への ・施策

生

への貢献度
高い

生活に

活

困窮する者の自立を促

困

していることから、施

窮

策への
・目標達成度 貢

者

献度が高い。
貢献度 ・

自

市民サービスへの効果

立

　など

今後の方向性 □

支

拡充　□現状維持　■

援

改善・効率化　□縮小

事

　□終期設定　□休止

業

・廃止

　食料品や光熱

担

費等の価格高騰が長期

当

化する中、困窮者が抱

課

える課題も複合化して

生

いる。既存の制度を十

活

分に活用で
きるような

福

案内や、制度の改正に

祉

迅速に対応する柔軟性

課

が求められており、職

款

員の資質の向上を図る

項

必要がある。ま
た、関

目

係機関と密に連携をと

担

りながら、生活困窮者

当

の自立に向けた支援体

係

制を整備していく必要

生

がある。

活支援

Ｃ

係

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

3

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

1

∨



生

2人分
（Ｒ5繰越分）

活

・均等割のみ課税世帯

支

　　　　　　　　　 

援

 268世帯
　住民税

係

均等割のみ課税世帯等

3

に対する給付金及び住

1

民税非課税等の子育て

9

世帯に対する給付金を適正に支給することが

成果
できた。

　また、定額減税補足給付のうち定額減税しきれない所得水準の者に所得税分調整給付額と個人住民税分調整給付額（調

整給付）の合計額を1万円単位で切り上げた額を適正に支給することができた。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 住民税非課税世帯等給付金支給世帯数(世帯) 1,283 11,195 2,242 ―
指標
成果 定額減税補足給付金支給人数(人) ― 21,479 13,000 ―
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 199,750 1,491,960 674,830 合計 1,491,960,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 130,300 1,449,732 674,830 交付金 1,491,960,000 円

一般財源 0 69,450 42,228 0

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 0 199,750 1,491,960 674,830

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 物価高騰対応重点支援地方創

Ｄ

生臨時交付金（国）

８

　

年度以降の事業費見込

　

0

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 福祉安心

基本施策

和

地域福祉
施策体系

施策

６

の内容 生活困窮者への

年

支援

目
　
　
　
的

　経済

度

対策の一環として、住

評

民税非課税世帯

主
た
る

価

内
容

○住民税均等割非

）

課税世帯（以下「住民

刈

税非
等へ給付金を支給

谷

することで、エネルギ

市

ー・ 　課税世帯」とい

事

う。）以外の世帯であ

務

っ
食料品の価格高騰に

事

よる負担の軽減を図る

業

。 　て、個人住民税所

評

得割が課せられていな

価

い
　者のみで構成され

シ

る世帯（以下「均等割

ー

の
　み課税世帯」とい

ト

う。）に対し、1世帯

（

当た
　り10万円を支

様

給する。
○住民税非課

式

税世帯及び均等割のみ

１

課税世帯
　へ18歳以

）

下の子ども1人当たり

会

5万円を支給
　する。

計

○住民税非課税世帯へ

名

3万円を支給し、18

担

歳以
　下の子ども1人

当

当たり2万円を支給す

部

る。

位
置
づ
け

関連計画

福

根拠法令

対象者 事業期

祉

間 令和５年度 ～

実施方

健

法 ■直営　□委託　□

康

指定管理　□補助・助

部

成　□その他

一般会計
物価高騰

Ｂ
　

対

事
　
業
　
実
　
績

４年度

応

実績 ５年度実績 ６年度

重

実績 ７年度計画

　 給付

点

金支給実績 主な給付金

支

支給実績 物価高騰対応

援

重点支援給付金
　 ・均

給

等割のみ課税世帯 ・非

付

課税世帯（10万円）

金

（不足額給付）の支給

支

　 　　　　　　　　　

給

1,283世帯　　　

事

　　　　　　2,21

業

9世帯（Ｒ6繰越分）

担

　 ・非課税世帯への子

当

ども加算 ・均等割のみ

課

課税世帯 物価高騰対応

生

重点支援給付金
　　　

活

――――――― 　　　

福

　　　子ども1,22

祉

6人分　　　    

課

        　5

款

58世帯の支給
・均等

項

割のみ課税世帯への子

目

・上記世帯への子ども

担

加算
  ども加算　　

当

子ども203人分　　

係

　　　　　子ども42



活支援係

3 1 9

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

令

　物価高騰により、家

和

計への影響が大きい低

７

所得世帯の方
・法的業

年

務
高い

々に対し、速や

度

かに生活・暮らしの支

（

援を行う必要性があ
必

令

要性 ・市民ニーズ、社

和

会需要 る。
・市民生活

６

上必要である　など

　

年

住民基本台帳に記録さ

度

れている市町村におい

評

て、住民税
・コストの

価

節減、費用対効果
高い

）

均等割のみ課税世帯等

刈

に対して行う事業であ

谷

り、適正に事
効率性 ・

市

執行体制の効率性 業を

事

実施するための執行体

務

制を整えている。
・手

事

段の最適性　など

　国

業

の物価高騰に対する経

評

済対策として、国が定

価

めた交付
・市が主体と

シ

なって実施する
高い

金

ー

要領で実施主体が市町

ト

村とされている。
妥当

（

性 　べき事業であるか

様

・総合計画との整合性

式

　など

　効率的に事務

２

を進め速やかに支給す

）

ることで、事業の目

施

会

策への ・施策への貢献

計

度
高い

的である低所得

名

世帯の方々が速やかに

担

生活・暮らしの支援
・

当

目標達成度 が受けられ

部

るようにすることがで

福

きるため、施策への貢

祉

献
貢献度 ・市民サービ

健

スへの効果　など 度は

康

高い。

今後の方向性 □

部

拡充　■現状維持　□

一

改善・効率化　□縮小

般

　□終期設定　□休止

会

・廃止

　本事業は国が

計

定めた時限的な事業で

物

あるため、国の動向に

価

適切に対応し、支給を

高

行う。

騰対応

Ｃ
 

重

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

点

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

支援給付金支給事業
担当課 生活福祉課

款 項 目 担当係 生



2

度 ７年度 ９年度

成果 保

生

護世帯数(世帯) 54

活

3 525 533 ― ―
指

保

標

指標
　令和7年3月

護

末保護率（単位‰は千

第

分率）
他市との 　　刈

２

谷市：4.11‰
比較

係

検証 　　碧南市：3.75‰　　　 知立市：5.11‰
　　安城市：4.20‰　　　 高浜市：4.70‰

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,165,697 1,220,151 1,208,065 1,494,476 合計 1,208,064,983 円
扶助費 1,208,064,983 円

財
　
源

特定財源 916,095 924,899 940,620 1,151,935

一般財源 249,602 295,252 267,445 342,541

職員人件費　② 45,928 46,805 48,578 49,403

総事業費（①＋②） 1,211,625 1,266,956 1,256,643 1,543,879

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 生活保護費国庫負担金（国）
生活保護費県負担金（県）

８年度以降の事業費見込 0 生活保護費返還金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 福祉安心

基本施策

和

地域福祉
施策体系

施策

６

の内容 生活困窮者への

年

支援

目
　
　
　
的

　生活

度

に困窮する人に、その

評

困窮の程度に応

主
た
る

価

内
容

　生活扶助費、教

）

育扶助費、住宅扶助費

刈

、医
じ必要な保護を行

谷

い、健康で文化的な最

市

低限 療扶助費、出産扶

事

助費、生業扶助費、葬

務

祭扶
度の生活を保障す

事

るとともに、その自立

業

を助 助費、介護扶助費

評

及び保護施設事務費等

価

を支
長する。 給する。

シ

位
置
づ
け

関連計画  

根

ー

拠法令 生活保護法

対象

ト

者 生活保護受給者 事業

（

期間 ～

実施方法 ■直営

様

　□委託　□指定管理

式

　□補助・助成　□そ

１

の他

）

会計名 担当部 福

Ｂ
　
事
　
業
　

祉

実
　
績

４年度実績 ５年

健

度実績 ６年度実績 ７年

康

度計画

生活保護費を適

部

正に支給した｡生活保

一

護費を適正に支給した

般

｡生活保護費を適正に

会

支給した｡生活保護費

計

を適正に支給して
・保

生

護世帯数　543世帯

活

・保護世帯数　525

保

世帯 ・保護世帯数　5

護

33世帯 生活保護世帯

措

への自立助長を
・保護

置

人員　　　658人 ・

事

保護人員　　　621

業

人 ・保護人員　　　6

担

27人 支援する。

　生

当

活保護受給者に対して

課

窓口相談や家庭訪問等

生

を行うことにより世帯

活

の状況を把握し、適正

福

に各種扶助費を支給す

祉

るこ

成果
とで、健康で

課

文化的な最低限度の生

款

活を保障し、その自立

項

を助長することができ

目

た。

　生活保護受給世

担

帯のうち、高齢者世帯

当

（65歳以上のみの世

係

帯）が5割を超えてお

生

り、今後も受給者の高

活

齢化が予想され

ること

保

から、より一層高齢者

護

に関する制度の把握に

第

努め、年金等の関係制

１

度の活用を図っていく

係

必要がある。
課題

指標

3

名称（単位）
実績値 目

3

標値

４年度 ５年度 ６年



生活保護第２係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

令

　生活保護制度は国か

和

らの法定受託事務であ

７

り、かつ、生
・法的業

年

務
高い

活困窮者に対し

度

て、最低限度の生活を

（

保障するとともに、
必

令

要性 ・市民ニーズ、社

和

会需要 その自立を助長

６

することを目的とした

年

制度であるため、必
・

度

市民生活上必要である

評

　など 要性の高い事業

価

である。

　生活保護制

）

度の運営は、国から示

刈

される通知等に基づい

谷

・コストの節減、費用

市

対効果
高い

て実施され

事

るものであり、適正に

務

行うための執行体制等

事

を
効率性 ・執行体制の

業

効率性 整えているため

評

、効率性が高い。
・手

価

段の最適性　など

　生

シ

活保護制度は国からの

ー

法定受託事務であり、

ト

かつ、生
・市が主体と

（

なって実施する
高い

活

様

困窮者に対する最後の

式

セーフティネットであ

２

るため、市
妥当性 　べ

）

き事業であるか が主体

会

となって実施すること

計

は妥当性が高い。
・総

名

合計画との整合性　な

担

ど

　生活困窮者の生活

当

安定を図り、就労等の

部

自立支援を行っ

施策へ

福

の ・施策への貢献度
高

祉

い
ていることから、施

健

策への貢献度が高い。

康

・目標達成度
貢献度 ・

部

市民サービスへの効果

一

　など

今後の方向性 □

般

拡充　□現状維持　■

会

改善・効率化　□縮小

計

　□終期設定　□休止

生

・廃止

　稼働年齢を超

活

えた高齢者を含め、就

保

労が可能な者に対して

護

就労支援を行うととも

措

に、一般就労は難しい

置

が、就労が
可能な傷病

事

や障害がある者に対し

業

ても福祉的就労を目指

担

せるよう支援を行う。

当

また、状況を踏まえた

課

保護の弾力的な
運用等

生

、生活保護業務等の取

活

扱いについて、国等の

福

動向に注視する。

祉課

款 項

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

目

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

担

評
　
価
　
∨

当係 生活保護第１係

3 3 2



を行うことにより、各会が適正に更生保護活動を

成果
行うことができた。

　地域社会のつながりの希薄化や活動の負担感などから、保護司の担い手確保や更生保護女性会の会員の新規発掘が困難

な状況にある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

 
指標

 
指標

      　  人口       現員数  　               人口　　 　現員数
他市との 刈谷市　 152,837人　　38人　　　　　安城市   187,500人 　 52人
比較検証 碧南市    72,111人 　 24人 　　　　 知立市　  72,557人 　 21人

高浜市    48,966人 　 13人

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,376 1,981 1,679 2,407 合計 1,678,862 円
報酬 96,000 円

財
　
源

特定財源 393 418 409 751 報償費 3,500 円
旅費 1,740 円

一般財源 983 1,563 1,270 1,656 需用費 644,913 円
役務

Ｄ

費 26,465 円

職

　

員人件費　② 6,17

　

4 1,611 3,38

　

5 1,660 委託料 6

Ｏ

8,461 円
使用料

　

及び賃借料 9,317

　

 円

総事業費（①＋②

∧

） 7,550 3,59

　

2 5,064 4,06

　

7 負担金、補助及び
交

実

付金 828,466 

　

円

建
設
事
業

全体事業費

　

（単位：千円） 0 ６年

施

度特定財源名称

６年度

　

までの累積事業費 0 光

　

熱水費実費徴収金

８年

∨

度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安心

基本施策

令

生活安全
施策体系

施策

和

の内容 防犯対策の推進

６

目
　
　
　
的

　更生保護

年

活動の増進により、犯

度

罪や非行の

主
た
る
内
容

評

　保護司会及び更生保

価

護女性会の行う更生保

）

ない明るい社会の実現

刈

を図る。 護活動並びに

谷

研修活動等に対し、補

市

助金を交
付する。
　保

事

護司会、更生保護女性

務

会の事務局として
各会

事

の活動を支援する。

位

業

置
づ
け

関連計画  

根拠

評

法令 保護司法

対象者 更

価

生保護関係団体 事業期

シ

間 ～

実施方法 ■直営　

ー

□委託　□指定管理　

ト

■補助・助成　□その

（

他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実

当

　
績

４年度実績 ５年度

部

実績 ６年度実績 ７年度

福

計画

・保護司会 ・保護

祉

司会 ・保護司会 ・保護

健

司会
　・総会、理事・

康

役員会 　・総会、理事

部

・役員会 　・総会、理

一

事・役員会 　・総会、

般

理事・役員会
　・研修

会

会（定例3） 　・研修

計

会（定例3、視察3）

保

　・研修会（定例3、

護

視察2） 　・研修会（

司

定例3、視察2）
　・

活

社明運動啓発活動 　・

動

社明運動啓発活動 　・

事

社明運動啓発活動 　・

業

社明運動啓発活動
・更

担

生保護女性会 ・更生保

当

護女性会 ・更生保護女

課

性会 ・更生保護女性会

生

　・総会、理事会 　・

活

総会、理事会 　・総会

福

、理事会 　・総会、理

祉

事会
　・研修会（視察

課

2） 　・研修会（視察

款

2） 　・研修会（視察

項

2） 　・研修会（視察

目

2）
　・社明運動啓発

担

活動 　・社明運動啓発

当

活動 　・社明運動啓発

係

活動 　・社明運動啓発

生

活動
　・岡崎自啓会支

活

援 　・岡崎自啓会支援

支

　・岡崎自啓会支援 　

援

・岡崎自啓会支援
　・

係

手作り物資支援 　・ひ

3

よこ集会 　・ひよこ集

1

会 　・ひよこ集会
　保

1

護司会や更生保護女性会に対して活動費及び啓発物品購入費の補助



南市･･･「平和祈念祭」
比較検証 　安城市･･･ 市としては例年実施なし（遺族連合会が「平和祈念式典」を開催）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 561 617 662 1,410 合計 661,902 円
需用費 60,852 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 35,200 円
委託料 526,350 円

一般財源 561 617 662 1,410 使用料及び賃借料 39,500 円

職員人件費　② 904 875 908 5,102

総事業費（①＋②） 1,465 1,492 1,570 6,512

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 地域福祉
施策体系

施

和

策の内容 福祉の心の醸

６

成

目
　
　
　
的

　戦没者

年

追悼式を開催し、戦没

度

者に対する追

主
た
る
内

評

容

　毎年1回、戦没者

価

遺族を招いて戦没者追

）

悼式
悼及び恒久平和の

刈

確立を図る。 を開催し

谷

、千余柱の戦没者に追

市

悼の意を表す
とともに

事

恒久平和を祈念する。

務

位
置
づ
け

関連計画  

根

事

拠法令  

対象者 戦没者

業

遺族 事業期間 ～

実施方

評

法 ■直営　□委託　□

価

指定管理　□補助・助

シ

成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

４年度

名

実績 ５年度実績 ６年度

担

実績 ７年度計画

・戦没

当

者追悼式 ・戦没者追悼

部

式 ・戦没者追悼式 ・平

福

和の集い
　  10/

祉

25開催 　  10/

健

24開催 　　10/2

康

2開催 　　11/8開

部

催
　　　（産業振興セ

一

ンター） 　　　（産業

般

振興センター） 　　　

会

（産業振興センター)

計

　　　（総合文化セン

戦

ター）
　・参列者数　

没

 94人 　・参列者数

者

　 91人 　　・参列

追

者数　100人 ※「平

悼

和の集い開催事業」で

式

　・遺族会員　390

事

人 　・遺族会員　37

業

2人 　　・遺族会員　

担

336人 の実施

　追悼

当

式の実施により、戦没

課

者に対する追悼及び恒

生

久平和を遺族連合会等

活

関係者と祈念すること

福

ができた。

成果

　遺族

祉

会員数の減少は避けら

課

れないため、追悼式の

款

継続開催に向け、遺族

項

連合会等関係者と相談

目

しながら今後の開催時

担

期

や方法を検討してい

当

く必要がある。
課題

指

係

標名称（単位）
実績値

生

目標値

４年度 ５年度 ６

活

年度 ７年度 ９年度

成果

支

追悼式遺族参列者数（

援

人） 94 91 100 1

係

20 150
指標

 
指標

3

　西尾市、高浜市･･

1

･「戦没者追悼式」
他

1

市との   知立市･･･「平和祈念式」、碧



第

称（単位）
実績値 目標

１

値

４年度 ５年度 ６年度

係

７年度 ９年度

 
指標

 

3

指標
　本事業は、特定

1

中国残留邦人等及びそ

1

の配偶者が対象であり

生

、国で定められた基準

活

により均一的に事業が

保

他市との 実施されるこ

護

とから、他市と水準比

第

較を行うべき項目もな

２

いため、他市との比較

係

検証は行っていない。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,432 35,331 11,210 12,116 合計 11,209,946 円
報償費 168,480 円

財
　
源

特定財源 4,982 26,714 10,979 9,430 扶助費 11,041,466 円

一般財源 1,450 8,617 231 2,686

職員人件費　② 904 921 956 972

総事業費（①＋②） 7,336 36,252 12,166 13,088

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 生活保護費等負担金（国）
中国残留邦人等地域生活支援

８年度以降の事業費見込 0 事業費等補助金（国）
支援・相談員業務委託金(県)

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

度

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

（

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

令

要

総合計画
分野 福祉安

和

心

基本施策 地域福祉
施

６

策体系
施策の内容 生活

年

困窮者への支援

目
　
　

度

　
的

　中国残留邦人等

評

が置かれている特別な

価

事情

主
た
る
内
容

　生活

）

支援給付、住宅支援給

刈

付、医療支援給
を鑑み

谷

て各種支援を行うこと

市

により、特定中 付、介

事

護支援給付、その他支

務

援給付等を支給
国残留

事

邦人等及びその配偶者

業

が、日本で円滑 する。

評

な社会生活を営むこと

価

ができるようにする。

シ

【根拠法令】中国残留

ー

邦人等の円滑な帰国の

ト

促進並びに永住帰国し

（

た中国残留邦人等及び

様

特定配偶者の自立の支

式

援に関する法律

位
置
づ

１

け

関連計画  

根拠法令

）

主たる内容欄※参照

対

会

象者 中国残留邦人等 事

計

業期間 平成２０年度 ～

名

実施方法 ■直営　□委

担

託　□指定管理　□補

当

助・助成　□その他

部 福祉健康部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

４年度実績 ５年度実績

中

６年度実績 ７年度計画

国

・支援対象　3世帯　

残

5人 ・支援対象　3世

留

帯　5人 ・支援対象　

邦

3世帯　5人 支援給付

人

費を適正に支給し、
・

等

生活支援給付参加回数

支

・生活支援給付参加回

援

数 ・生活支援給付参加

給

回数 中国残留邦人等が

付

社会生活を
　　　　　

事

　　　　　　24回 　

業

　　　　　　　　　1

担

20回 　　　　　　　

当

　　　172回 円滑に

課

営むことができるよう

生

支援する。

　支援相談

活

員と協力して定期的な

福

家庭訪問や必要に応じ

祉

た相談を行うことによ

課

り、支援対象世帯の現

款

状を把握し、生活、

成

項

果
住宅、医療などに係

目

る各種の支援給付を行

担

うことができた。

　支

当

援対象者の高齢化が進

係

んでいるため、今後、

生

医療や介護に係る課題

活

に対して対応できるよ

保

う支援を行っていく必

護

要が

ある。
課題

指標名



算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 950 950 950 950 合計 950,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 950,000 円

一般財源 950 950 950 950

職員人件費　② 1,732 1,573 1,656 753

総事業費（①＋②） 2,682 2,523 2,606 1,703

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 共存･協働
施策体系

和

施策の内容 市民活動・

６

地域活動の推進

目
　
　

年

　
的

　福祉関係団体の

度

活動に対する補助を行

評

うこ

主
た
る
内
容

　愛血

価

友の会、遺族連合会の

）

活動に対して補
とによ

刈

り、社会福祉の向上を

谷

図る。 助金を交付する

市

。

位
置
づ
け

関連計画  

事

根拠法令  

対象者 福祉

務

関係団体 事業期間 ～

実

事

施方法 ■直営　□委託

業

　□指定管理　□補助

評

・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

会

年度実績 ５年度実績 ６

計

年度実績 ７年度計画

・

名

愛血友の会　　500

担

,000円 ・愛血友の

当

会　　500,000

部

円 ・愛血友の会　　5

福

00,000円 予算額

祉

　献血　延べ39回 

健

1,546人 　献血　

康

延べ47回 1,98

部

4人 　献血　延べ39

一

回 1,812人 ・愛

般

血友の会　　500,

会

000円
・遺族連合会

計

　　450,000円

福

・遺族連合会　　45

祉

0,000円 ・遺族連

団

合会　　450,00

体

0円 ・遺族連合会　　

補

450,000円
  

助

会員390人   会員

事

372人   会員33

業

6人

　各団体へ補助を

担

行うことにより、各団

当

体が適正に活動するこ

課

とができた。

成果

　会

生

員の高齢化及び会員数

活

の減少により、会の運

福

営の担い手が限定的に

祉

なっている団体がある

課

。

課題

指標名称（単位

款

）
実績値 目標値

４年度

項

５年度 ６年度 ７年度 ９

目

年度

指標
 

指標
 

他市

担

との
比較検証

当係 生活支援係

3

Ｃ
　
事

1

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

1

：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 930,560 4,550 0 合計 4,550,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 894,980 0 0 交付金 4,550,000 円

一般財源 0 35,580 4,550 0

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 0 930,560 4,550 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金（国）

８年度以降の事業費見込 0 物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金（国）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

電力・ガス・食料品等価格高騰低所得世帯

支援給付金支給事業

令和７年度

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

（

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

令

事
　
業
　
概
　
要

総合計

和

画
分野 福祉安心

基本施

６

策 地域福祉
施策体系

施

年

策の内容 生活困窮者へ

度

の支援

目
　
　
　
的

　電

評

力・ガスを含むエネル

価

ギー、食料品価格

主
た

）

る
内
容

　住民税均等割

刈

非課税世帯（課税者の

谷

扶養親
等の高騰による

市

負担を軽減するため、

事

給付金 族のみの世帯を

務

除く。）及び家計が急

事

変し世
を支給すること

業

で、困難に直面した世

評

帯等の 帯全員が住民税

価

非課税相当となった世

シ

帯に対
生活・暮らしを

ー

支援する。 し、令和5

ト

年6月1日を基準日と

（

して1世帯当た
り3万

様

円、令和5年12月1

式

日を基準日として1世

１

帯当たり7万円を支給

）

する。

位
置
づ
け

関連計

会

画

根拠法令

対象者 事業

計

期間 令和５年度 ～ 令和

名

６年度

実施方法 ■直営

担

　□委託　□指定管理

当

　□補助・助成　□そ

部

の他

福祉健康部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　

計

実
　
績

４年度実績 ５年

担

度実績 ６年度実績 ７年

当

度計画

　 電力・ガス・

課

食料品等価格高 （Ｒ5

生

繰越分） 　
　 騰低所得

活

世帯支援給付金の支 電

福

力・ガス・食料品等価

祉

格高 　
　 給 騰低所得世

課

帯支援給付金の支 　
　

款

・6月1日を基準日と

項

した給付 給 　
　　　―

目

―――――― 　非課税

担

世帯　　8,920世

当

帯 ・令和5年12月1

係

日を基準日と 　　　―

生

――――――
　家計急

活

変世帯　　 17世帯

支

した給付
・12月1日

援

を基準日とした給付　

係

非課税世帯　　65世

3

帯
　非課税世帯　　9

1

,464世帯

　住民税

8

非課税世帯等に対する給付金を適正に支給することができた。

成果

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動
指標
活動
指標

他市との
比較検証



業費　① 0 18,435 2,737 0 合計 2,736,932 円
役務費 2,736,932 円

財
　
源

特定財源 0 18,435 0 0

一般財源 0 0 2,737 0

職員人件費　② 0 11,433 1,792 0

総事業費（①＋②） 0 29,868 4,529 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金（国）

８年度以降の事業費見込 0 物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金（国）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

電力・ガス・食料品等価格高騰低所得世帯

支援給付金支給事務事業

令和７年度

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

（

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

令

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

和

合計画
分野 福祉安心

基

６

本施策 地域福祉
施策体

年

系
施策の内容 生活困窮

度

者への支援

目
　
　
　
的

評

　電力・ガス・食料品

価

等価格高騰低所得世帯

）

主
た
る
内
容

　電力・ガ

刈

ス・食料品等価格高騰

谷

低所得世帯
支援給付金

市

を適切に支給する。 支

事

援給付金の支給に係る

務

事務を行う。

位
置
づ
け

事

関連計画

根拠法令

対象

業

者 事業期間 令和５年度

評

～ 令和６年度

実施方法

価

■直営　□委託　□指

シ

定管理　□補助・助成

ー

　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事

名

　
業
　
実
　
績

４年度実

担

績 ５年度実績 ６年度実

当

績 ７年度計画

　 電力・

部

ガス・食料品等価格高

福

（Ｒ5繰越分） 　
　 騰

祉

低所得世帯支援給付金

健

の支 電力・ガス・食料

康

品等価格高 　
　 給 騰低

部

所得世帯支援給付金を

一

適 　
　 ・6月1日を基

般

準日とした給付 切に支

会

給する。 　
　　　――

計

――――― 　非課税世

担

帯　　8,920世帯

当

・令和5年12月1日

課

を基準日と 　　　――

生

―――――
　家計急変

活

世帯　　 17世帯 し

福

た給付
・12月1日を

祉

基準日とした給付　非

課

課税世帯　　65世帯

款

　非課税世帯　　9,

項

464世帯

　住民税非

目

課税世帯等に対する給

担

付金を適正に支給する

当

ことができた。

成果

課

係

題

指標名称（単位）
実

生

績値 目標値

４年度 ５年

活

度 ６年度 ７年度 ９年度

支

活動
指標
活動
指標

他市

援

との
比較検証

係

3 1 8

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事



当

年度 ７年度 ９年度

活動

係

指標
活動
指標

他市との

生

比較検証

活支援係

3 1 9

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 5,410 51,406 76,223 合計 51,405,614 円
需用費 152,816 円

財
　
源

特定財源 0 321 2,986 71,721 役務費 9,111,798 円
委託料 41,883,600 円

一般財源 0 5,089 48,420 4,502 使用料及び賃借料 257,400 円

職員人件費　② 0 8,594 16,341 5,345

総事業費（①＋②） 0 14,004 67,747 81,568

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金（国）

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 福祉安心

基本

和

施策 地域福祉
施策体系

６

施策の内容 生活困窮者

年

への支援

目
　
　
　
的

　

度

物価高騰対応重点支援

評

給付金を適切に支給

主

価

た
る
内
容

　物価高騰対

）

応重点支援給付金の支

刈

給に係る
する。 事務を

谷

行う。

位
置
づ
け

関連計

市

画

根拠法令

対象者 事業

事

期間 令和５年度 ～

実施

務

方法 ■直営　□委託　

事

□指定管理　□補助・

業

助成　□その他

評価シート （様式

Ｂ

１

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

）

度実績 ５年度実績 ６年

会

度実績 ７年度計画

　 給

計

付金支給実績 主な給付

名

金支給実績 物価高騰対

担

応重点支援給付金
　 ・

当

均等割のみ課税世帯 ・

部

非課税世帯（10万円

福

） （不足額給付）の支

祉

給
　 　　　　　　　　

健

　1,283世帯　　

康

　　　　　　　2,2

部

19世帯（Ｒ6繰越分

一

）
　 ・非課税世帯への

般

子ども加算 ・均等割の

会

み課税世帯 物価高騰対

計

応重点支援給付金
　　

物

　――――――― 　　

価

　　　　子ども1,2

高

26人分　　　   

騰

         　

対

558世帯の支給
・均

応

等割のみ課税世帯への

重

子 ・上記世帯への子ど

点

も加算
  ども加算　

支

　子ども203人分　

援

　　　　　　子ども4

給

22人分
（Ｒ5繰越分

付

）
・均等割のみ課税世

金

帯
　　　　　　　　　

支

  268世帯
　住民

給

税均等割のみ課税世帯

事

等に対する給付金及び

務

住民税非課税等の子育

事

て世帯に対する給付金

業

を適正に支給すること

担

が

成果
できた。

　また

当

、定額減税補足給付の

課

うち定額減税しきれな

生

い所得水準の者に所得

活

税分調整給付額と個人

福

住民税分調整給付額（

祉

調

整給付）の合計額を

課

1万円単位で切り上げ

款

た額を適正に支給する

項

ことができた。

課題

指

目

標名称（単位）
実績値

担

目標値

４年度 ５年度 ６



１

証は行っていない。
比

係

較検証

3 3 1 生活保護第

Ｃ
　
事
　
業
　

２

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

係

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,273 2,750 990 6,590 合計 990,000 円
委託料 990,000 円

財
　
源

特定財源 1,273 1,563 330 4,950

一般財源 0 1,187 660 1,640

職員人件費　② 1,506 1,535 1,593 1,620

総事業費（①＋②） 2,779 4,285 2,583 8,210

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 業務効率化事業（生活保護業
務関係システム改修分（令和

８年度以降の事業費見込 0 5年度補正予算繰越分））（
国）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

度

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

（

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

令

総合計画
分野 福祉安心

和

基本施策 地域福祉
施策

６

体系
施策の内容 生活困

年

窮者への支援

目
　
　
　

度

的

　生活保護システム

評

を改良することにより

価

、

主
た
る
内
容

〇生活保

）

護世帯の高卒就職者の

刈

新生活立ち上
生活保護

谷

措置事業を適正に運営

市

する。 げ費用の支給対

事

応
〇就労自立給付金イ

務

ンセンティブ強化の対

事

応
〇児童手当拡充に対

業

する変更対応

位
置
づ
け

評

関連計画

根拠法令 生活

価

保護法

対象者 市職員 事

シ

業期間 平成２５年度 ～

ー

実施方法 □直営　■委

ト

託　□指定管理　□補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

４年度実績 ５年度実績

福

６年度実績 ７年度計画

祉

生活保護システム改修

健

生活保護システム改修

康

生活保護システム改修

部

生活保護システム改修

一

・12節　委託料 ・1

般

1節　役務費 ・12節

会

　委託料 ・12節　委

計

託料
　1,095,6

生

00円 　65,087

活

円 　990,000円

保

　4,950,000

護

円
・17節　備品購入

シ

費 ・12節　委託料 ・

ス

13節　使用料及び賃

テ

借料
　177,100

ム

円 　1,821,05

改

0円 　1,640,0

修

00円
（Ｒ4繰越分　

事

863,500円）
・

業

制度改正対応版生活保

担

護シ
ステムの環境設定

当

・統合専用端末の環境

課

設定

　生活扶助基準の

生

見直しに対応して生活

活

保護システムを改良す

福

ることにより、正確な

祉

保護費の支給ができた

課

。

成果

課題

指標名称（

款

単位）
実績値 目標値

４

項

年度 ５年度 ６年度 ７年

目

度 ９年度

指標

指標
　刈

担

谷市と他市の生活保護

当

システムについては、

係

システムの規模、シス

生

テム業者、システム機

活

能等に相違が
他市との

保

あり、同一の水準によ

護

る比較検証ができない

第

ことから、他市との検



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,645 25 45 11,000 合計 45,000 円
扶助費 45,000 円

財
　
源

特定財源 1,875 0 0 7,125

一般財源 770 25 45 3,875

職員人件費　② 753 31 557 405

総事業費（①＋②） 3,398 56 602 11,405

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 防災
施策体系

施策の

和

内容 防災体制の充実

目

６

　
　
　
的

　災害により

年

被害を受けた市民を援

度

護する。

主
た
る
内
容

　

評

災害により被害を受け

価

た市民に対して災害
弔

）

慰金、災害見舞金及び

刈

生活再建支援金の支
給

谷

を行う。

位
置
づ
け

関連

市

計画  

根拠法令 刈谷市

事

災害弔慰金の支給等に

務

関する条例、刈谷市被

事

災者生活再建支援金支

業

給要綱

対象者 市民 事業

評

期間 昭和４９年度 ～

実

価

施方法 ■直営　□委託

シ

　□指定管理　□補助

ー

・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

担

年度実績 ５年度実績 ６

当

年度実績 ７年度計画

災

部

害弔慰金 災害見舞金 災

福

害見舞金 予算額
・世帯

祉

主以外　  2,50

健

0,000円・2～4

康

人世帯 ・2～4人世帯

部

・災害見舞金　　3,

一

000,000円
災害

般

見舞金　　  　14

会

5,000円　火災半

計

焼　1件　  25,

災

000円　火災全焼　

害

1件　  45,00

援

0円・災害弔慰金　　

護

5,000,000円

助

・2～4人世帯 ・被災

成

者生活再建支援金
　火

事

災全焼　2件　  9

業

0,000円 　　　　

担

　　　　3,000,

当

000円
　火災入院　

課

1件　  25,00

生

0円
・1人世帯
　火災

活

全焼　1件　  30

福

,000円

　火災等発

祉

生による被災者に対し

課

て見舞金を支給するこ

款

とにより、被災後の支

項

援を行うことができた

目

。

成果

　大規模災害が

担

発生した場合に、弔慰

当

金や見舞金を迅速に支

係

給するための体制を整

生

える必要がある。

課題

活

指標名称（単位）
実績

支

値 目標値

４年度 ５年度

援

６年度 ７年度 ９年度

 

係

指標
 

指標

他市との
比

3

較検証

4 1


